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第１節 調査の概要 

（１）調査の目的 

狭山市地域福祉推進計画の中間評価にあたり、狭山市民の福祉に関する意

識及び潜在的なニーズ等を把握するとともに、今後の地域福祉に関する計画

のあり方を検討するための基礎資料とすることを目的にアンケート調査を

実施しました。 

なお本報告は、平成２９年１月に行った単純集計結果を分析するために、

いくつかの設問回答に対するクロス集計を行いました。 

 

（２）調査対象団体等 

188 団体（市内に事務局等を置く福祉関係団体・事業者） 

 

（３）調査方法 

アンケート調査は、郵送配布・郵送回収 

 

（４）調査期間 

アンケート調査 

平成２８年１０月１日（土）から３１日（月）まで 

 

（５）回収結果 

① 配 布 数：188 票 

② 有効回収数：112 票 

③ 回 収 率：  59.57％ 

 

（６）注意事項 

① 調査結果の比率は、その設問の回答者数を基数として、小数点以下第 

２位を四捨五入して算出しています。四捨五入の関係で、合計が 100％に

ならない場合があります。 

② 複数回答形式の場合、回答比率の合計は通常の 100％を超えます。 

③ 選択肢の語句が長い場合、本文や表・グラフ中では省略した表現を用い

ることがあります。 

 

 

 

 

団体等アンケート調査 
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第２節 クロス集計の結果 

（１）他団体との交流状況 

 

１．発足年度と他団体との交流（問５、問１３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．他団体との交流頻度と「地域福祉活動推進研究会」（地活研）の関係性 

（問１３、問１９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発足年度が１０年以下の団体の方が他団体との交流について「必要性を感じている

が、機会を持てていない」と回答が多い一方で、発足年度に関わらず、他団体との交

流について「不定期ではあるが行っている」と回答が最多である。 

 
他団体との交流を行っていたり、必要性を感じている団体の方が、地活研への参加

や認識度が高い。 
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 ３．学びと交流の場である地活研の認知度と団体の発足年度との関係性 

（問５、問１９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 発足年数１０年以内の若い団体の方が、地活研への参加や認識率が高い。 
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（２）活動上の課題 

 

 ４．活動上の課題と団体構成員の人数の関係性（問３、問１０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 団体の活動上の課題に、構成員の人数は関係ない。 
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 ５．活動上の課題と発足年数の関係性（問５、問１０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 構成員の高年齢化は発足５年以内の団体を除いて発足年数に関係がないが、発足

年数の２０年以内の団体は財源の確保に課題を抱えている。 
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 ６．活動上の課題と予算規模との関係性（問６、問１０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 団体の予算規模の大小に関わらず、構成員の高年齢化は課題である。予算５０万円未満

の団体は財源の確保にも課題がある。 
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 ７．活動上の課題と他団体との交流頻度の関係性（問１０、問１３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 活動上の課題に他団体との交流頻度は関係がない。 
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 ８．活動上の課題と今後必要な活動環境整備との関係性（問１０、問２６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 活動上の課題と今後必要な活動環境整備に関係性はほとんど見えない。 
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（３）市や社会福祉協議会の今後の取り組みへの要望 

 

 ９．団体の構成員人数と今後の取り組みへの要望との関係性（問３、問２５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 団体の人数の大小に関わらず、市や社会福祉協議会（社協）の今後の取り組みへの

要望はほとんど変わらない。ただし、団体の構成員の人数が５０人以下の団体では「市

役所の地域福祉部門の強化」を、５１人以上の団体では「社協の地域福祉部門の強化」

を要望している。 
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１０．団体の発足年数と今後の取り組みへの要望との関係性（問５、問２５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 団体の発足年数の大小に関わらず、市や社協の今後の取り組みへの要望はほと

んど変わらない。 
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１１．団体の予算規模と今後の取り組みへの要望との関係性（問６、問２５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 団体の予算規模に関わらず、市や社協の今後の取り組みへの要望はほとんど変

わらない。 



- 12 - 
 

（４）活動参加者を増やすための情報提供方法 

 

１２．団体の構成員人数と情報提供方法の関係性（問３、問２７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動参加者を増やすための情報提供方法について、団体の構成員人数の大小に

よる差異はほとんど見られない。 
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１３．団体の発足年数と情報提供方法の関係性（問５、問２７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 活動参加者を増やすための情報提供方法について、団体の発足年数が経過する

ほど「気軽に市民活動者が集える居場所を増やす」ことが有効であると回答して

いる。 
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１４．団体の予算規模と情報提供方法の関係性（問６、問２７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 活動参加者を増やすための情報提供方法について、団体の予算規模の大小による

差異は見られない。 
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（５）市や社会福祉協議会が優先して取り組むべきこと 

 

１５．団体の構成員人数と優先的な取り組み事項の関係性（問３、問２９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域福祉の充実のために市や社協が優先的に取り組むべきことについて、「地域福

祉の人材育成」や「地域活動の参加促進」などでは、団体の構成員人数の大小によ

る差異はほとんど見られない。しかし、「福祉に関する相談体制の充実」では、構成

員人数の多くなるほど優先的な取り組みが必要であるとの回答が多い。 



- 16 - 
 

１６．団体の発足年数と優先的な取り組み事項の関係性（問５、問２９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域福祉の充実のために市や社協が優先的に取り組むべきことについて、「地域福

祉の人材育成」や「地域活動の参加促進」などでは、団体の発足年数の大小による

差異はほとんど見られない。しかし、「小・中学校での福祉教育」では、発足年数の

多い方が、「地域福祉活動団体によるサービスの充実・質の向上」や「福祉に関する

相談体制の充実」では、発足年数の少ない方が、優先的な取り組みが必要であると

の回答が多い。 
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１７．団体の予算規模と優先的な取り組み事項の関係性（問６、問２９）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域福祉の充実のために市や社協が優先的に取り組むべきことについて、団体の

予算規模の大小による差異はほとんど見られない。 


